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マーケティング機能再構築

Ⅰ	 顧客維持におけるマーケティングの問題点

顧客維持において、現在のマーケティング
には、①製品起点による売り切り型マーケテ
ィングから抜け出せない、②顧客ロイヤルテ
ィの把握と改善施策が弱い、③ICTにより取
得可能な顧客データが活用されていない、な
どの問題点がある。

1	 製品起点による売り切り型
	 マーケティングから抜け出せない

製品を起点としたマーケティングでは、製
品を販売することでその活動が終わり、販売
を完了した時点で顧客との関係性が途絶えて
しまうこともある。その結果、顧客を維持
し、その生涯価値を増大させていくことが難
しくなっている。

たとえばBtoBについて見てみると、FA
（生産工程の自動化を図るシステム）などの
生産財が製造ラインで標準品として入り込め
ば、顧客にとってリプレースが難しいといわ
れてきたが、実際はBtoB製品には代替性が
あるものが多く、顧客は比較購買し、導入後
は特定のメーカーに囲い込まれないようにす
ることが可能である。そのため、メーカーが
顧客との取引を安定して維持することは難し
い。

顧客との取引は、機器導入で終わるわけで
はなく、むしろその後、顧客との生涯取引を
継続してより太くしていくことに意味があ
る。そのため、顧客に対して製品を販売する
だけでなく、マネージドサービスなどさまざ
まなビジネスモデルの提案が必要だが、顧客
のメリットとなる提案をすることは容易では
ない。ワークフローの効率化など、顧客にと

って明確なメリットがないと、採用を進めて
くれないからである。

BtoCについても同様に、製品を販売する
だけでなく、顧客とのつながりをいかに太く
していくかがポイントである。導入後、何か
しらのサブスクリプションなど、継続した

（リカーリング型の）ビジネスが発生するこ
とが望ましいが、そこには大きなハードルが
ある。消費者が魅力を感じるコンテンツがあ
るかどうかである。課金をすることに対して
相当の納得性がないと、消費者は契約をして
くれない。

さらに消費財などは、卸、小売を経由して
販売されるため、顧客との距離が遠くなり、
メーカーは顔の見えない顧客と取引をしてい
る形になる。そのため、顧客を維持する施策
はマスに対してのものになりがちだ。ターゲ
ット顧客に対する宣伝活動やプロモーション
活動を行うことはあっても、具体的に施策が
どの程度、顧客の維持につながっているかを
実感することができない。このような中で顧
客を維持し、顧客の生涯価値を上げていく難
しさに直面している。

2	 顧客ロイヤルティの把握と
	 改善施策が弱い

顧客を維持し、顧客の生涯価値を上げるに
は、顧客ロイヤルティを把握することが大事
である。多くの企業が実施している顧客満足
度調査は、調査時点での満足度や、満足に至
っていない点の把握にとどまることが多く、
その結果を基にした顧客ロイヤルティの向上
を、具体的な施策に落とすことは難しい。

顧客はその購買体験や使用体験から、使用
を継続するかどうかを決定する。企業は当
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然、顧客が購買体験や使用体験に対してどの
ような思いを抱いているかを把握する必要が
ある。さらに、改善すべき点があれば、その
対応を具体的な施策に落とし込むことが求め
られる。

しかしながら、顧客がどのような体験を持
っているかということは把握されていない。
なぜなら、前述したように、顧客満足度調査
ではCX（顧客体験）における満足度、改善
すべき領域を把握するには限界があるから
だ。また、カスタマージャーニーマップを作
成し、CX向上の施策を考えようとしても、
改善の検討材料は乏しく、現状を把握して改
善のためのモニタリングの指標に落とし込
み、改善活動につなげられているケースは少
ない。

3	 ICTにより取得可能なデータが
	 活用されていない

現在、消費財でも生産財であっても、ネッ
トワークにつなげることにより、さまざまな
データを収集することが可能である。とりわ
け昨今は、建機、複写機、医療機器、ゲーム
端末などのハードウエアはネットワークにつ
ながっているため、顧客がどこでどのような
機能を活用しているかを把握することができ
る。

ハードウエアデータのみの解析では、顧客
にとっての価値が限定的であることが多いか
もしれないが、これらのデータの活用法は、
機器の故障予防保全にとどまらない。各機能
の使用状況など、機器から取得できるデータ
に加え、顧客の属性情報、嗜好性、位置情報
といった各種データを掛け合わせて解析する
ことにより、さまざまなマーケティング活動

が可能となる。
顧客を維持するには、顧客から集めたデー

タを提案活動につなげていかなければならな
い。しかしながら多くの企業では、データ解
析を行う人材が不足するなど、十分な人材リ
ソースがないことも多く、データのほとんど
が十分に活用されていない。

Ⅱ	 解決の方向性

解決の方向性として、①顧客と共創するマ
ーケティングの展開、②顧客ロイヤルティの
把握と向上、③ICTを活用した顧客データの
解析と顧客価値創出がある。

1	 顧客と共創する
	 マーケティングの展開

マーケティングには、さまざまな定義が存
在している。たとえばドラッカーは、セリン
グを不要にすることがマーケティングである
と述べており、フィリップ・コトラーは、マ
ーケティングとは、個人や集団が製品および
価値の創造と交換を通じて、そのニーズやウ
ォンツを満たす社会的管理プロセスであると
述べている。マーケティング活動で大事なこ
とは、価値を創造するプロセスにおいて、一
度きりではなく継続して取引できる状態を作
り上げ、顧客の生涯価値をいかに高めるかと
いうことである。

デジタル化が進んでいる現在、要素技術、
商品開発、マーケティング、販売と直線的に
進んでいたプロセスは、並行的になっただけ
でなく、顧客とともに価値を創造することも
必要となっている。そのため、提供した商品
やサービスについて、顧客体験を基に詳細な
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ニーズを検証し、さらに価値を高めていかな
ければならない。

2	 顧客ロイヤルティの把握と向上
前述したように、顧客ロイヤルティを把握

する方法は顧客満足度調査が中心であった
が、それは過去の満足度を聞いているもので
あり、将来どうしたいかということを聞いて
いるわけではないが故の限界があった。そこ
で、顧客満足度調査に代わって顧客の将来に
関する意向を把握する方法を見いだす必要が
ある。

有望な方法として、NPSによる顧客ロイヤ
ルティの把握が注目されている。NPSはネッ
ト・プロモーター・スコアの略であり、ベイ
ン・アンド・カンパニーのフレッド・ライク
ヘルドが提唱した、顧客ロイヤルティ、顧客
の継続利用意向を知るためのシンプルな調査
方法である。顧客に「他者に薦めたいか？」
という質問をして、推奨者、中立者、批判者
に分け、その結果をスコア化したものであ
る。顧客満足度調査と異なり、将来の行動を
指標化しているので、収益と連動性が強いこ
とが特徴である。この指標を用い、顧客のロ
イヤルティを明確に把握していくことで、顧
客の生涯価値を高めることが可能となる。

実際、NPSを考察したライクヘルド氏の著
書『ネット・プロモーター経営』（プレジデ
ント社、2013年）では、2005年に顧客満足度
の高い大手企業として数々の賞を受けたゼネ
ラルモーターズが、その後、市場シェアを低
下させ、社債格付けも大幅に下落させた出来
事を挙げている。こうした出来事をきっかけ
に、顧客ロイヤルティを継続的に測る手法と
してNPSが広まったわけであり、今では、

NPSで顧客ロイヤルティを継続的に把握し、
常に将来に向けた施策へと展開することが不
可欠となっている。

3	 ICTを活用した顧客データの
	 解析と顧客価値創出

ICTの進展により、ネットワーク技術やク
ラウドサービスなどが普及し、さまざまなも
のがネットワークにつながり、そのデータを
集めることが可能になっている。BtoBの領
域では、複写機業界が電話回線時代から遠隔
監視サービスを提供してきた。代表例は、リ
コーが1994年に電話回線を利用したCSS（カ
スタマーサポートシステム）として導入した
遠隔監視サービスである。その特徴は、①故
障の予兆監視、②トナー切れの事前察知、③
自動検針、④使用状況のレポートを実現した
ことである。

インターネットの普及とセキュリティ技術
の向上により、現在はネットワーク経由で情
報を取得し、高度な監視サービスを提供して
いる。さらにGPSを搭載した携帯端末、スマ
ートフォンの登場などにより、カスタマーエ
ンジニアの位置情報をも把握し、迅速なディ
スパッチを可能にしている。

工作機械も同様である。現在、DMG森精
機では「DMG MORI Messenger」というソ
フトウエアで工作機械の稼働状況をモニタリ
ングしている。この基盤をマイクロソフトの
Azureに 移 行 す る こ と に よ り、 人 工 知 能

（AI）で機械の稼働状況をモニタリング分析
し、プロアクティブな予兆保全や機材のメン
テナンス性の向上、不良率の減少という効果
を実現しようとしている。

データの蓄積により、工作機械の異常検知
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やフィルタ交換時期のアラートなどさまざま
なことが可能となり、工場全体のダウンタイ
ムを短くするなど、生産性の向上が期待され
ている。このように機械データを蓄積、分析
し、AIで解析を行うことにより、顧客にとっ
ての価値を創出することが重要となっている。

しかしながら、前述したように、多くの企
業は、ICT人材、データサイエンティストが
圧倒的に不足しているなど、リソースの制約
に直面している。そのため、たとえば大学や
ベンチャー企業と組むなど、オープンなスタ
ンスで提携をしていくことも検討すべきだろ
う。IoTプラットフォームサービスを提供し
ているオプティムは、農業関係のデータ解析
で佐賀大学と提携し、大学のリソースを使
い、データ解析を行っている。また、コマツ
は測量データのデジタル化で、スカイキャッ
チというベンチャー企業と提携している。フ
ァナックもまた、工作機械用NC装置、産業
用ロボットのAI化に向けてプリファードネ
ットワークスと提携をしている。

とかく日本の企業は自前主義に陥りである
が、今や、一企業のみでできることはかなり
限られているといえる。デジタルデータ化
や、取得データの解析においても、オプティ
ムやコマツ、ファナックが行ったように、大
学やベンチャー企業など外部との積極的な提
携により、顧客に対して有益な価値の創出・
提供を進めていける土壌を作っていく方法が
現実的であるだろう。

Ⅲ	 先進事例

先進事例として、ソニーのリカーリング型
事業モデル、ソニー損害保険のNPS、さらに

コマツのスマートコンストラクションについ
て述べる。

1	 ソニーのリカーリング型事業モデル
（1） 平井社長の「One Sony」と

 リカーリング型事業モデル

ソニーは、2012年 4 月に平井一夫氏の社長
就任と同時に「One Sony」を唱え、機能価
値、感性価値両面に高く訴求し、消費者を感
動させる商品を生み出すことを宣言し、ソニ
ーらしい魅力的な商品開発に力を入れてき
た。

さらに、15年 2 月18日に発表された 3 年間
の経営方針にて、リカーリング型事業の強化
を戦略として発表した。株主資本当期純利益
率（ROE）を最も重視する経営指標に据え、
中期経営計画の最終年度である17年度に、ソ
ニーグループ連結でROE10％以上、営業利
益5000億円以上の達成を経営目標とし、高収
益企業への変革を進めることを宣言した。

そこでデバイス分野、ゲーム＆ネットワー
クサービス分野、映画分野、音楽分野を15年
度から 3 年間の同社の利益成長を牽引する領
域と位置付け、施策の実行と積極的な資本投
下を行い、売上成長と利益拡大を目指すこと
とした。そして、イメージング＆プロダクツ
＆ソリューション分野、ビデオ＆サウンド事
業を安定収益領域として、着実な利益計上と
キャッシュフロー創出を重視した経営を行う
こととした。

安定的な高収益を生み出すために、ゲーム
事業や金融分野で成功している安定した顧客
基盤や、プラットフォームをベースとしたリ
カーリング型事業を、ゲーム＆ネットワーク
サービス事業、映画分野におけるメディアネ
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ットワーク事業、デジタルイメージング事業
における交換レンズ、アクセサリーなどで強
化した。特に、ゲーム＆ネットワークサービ
ス事業は、売上・利益双方において、ソニー
グループの中で最大規模の事業に成長してお
り、今後の成長ドライバーとしても最も重要
な事業となっている。

同事業を担うソニー・インタラクティブエ
ンタテインメント（SIE）は、業界の変化の
速度に対応し、勝ち残っていくために、変革
を起こし続けている。「プレイステーショ
ン」はネットワーク化に伴い、「プレイステ
ーションネットワーク」という巨大なネット
ワークを構築し、リカーリング型事業モデル
の先駆者としての成功を果たしている。18年
度の決算実績を見ると、全社の営業利益8942
億円のうち、ゲーム＆ネットワークサービス
事業の営業利益は3111億円と、全体の約34.8
％を占める稼ぎ頭となっている。これはリカ
ーリング型事業モデルを構築してきた大きな
成果である。

（2） ゲーム事業における

 リカーリング型事業モデル構築の経緯

ソニーでゲーム事業を推進するソニー・コ
ンピュータエンタテインメント（現SIE）の
リカーリング型事業モデルへの移行は、2002
年 5 月に発売された「プレイステーション
2 」向けの外付けネットワークユニット「プ
レイステーションBBユニット」の発売から
始まっている。

03年 6 月には、BBユニットおよびネット
ワークアダプタの販路をインターネットプロ
バイダ経由だけでなく、一般の販売店にも拡
大するなど、拡販に力を入れた。当時、同社

の社長であった久夛良木健氏は、将来のネッ
トワーク化、クラウド化を予測し、ゲームの
ネットワーク対応力を高めることに尽力し
た。その最初の試みがBBユニットであった。
06年11月発売の「プレイステーション 3 」

（PS3®）には、ネットワーク機能が標準搭載
された。PS3は標準で10BASE-T/100BASE-
TX/1000BASE-Tのギガイーサネットを搭載
したほか、HDD容量が60GBの上位モデルで
は、IEEE 802.11b/gの無線LAN機能も標準
搭載、オンライン対応ゲームやコンテンツダ
ウンロード、ブラウザといったネット対応機
能が用意されていた。こうして、PS3は発売
後、17年 3 月末時点で8740万台を販売し、リ
カーリング型事業モデルの大きな礎を構築す
ることとなった。

02年のBBユニット、06年PS3発売の指揮
をとった久夛良木氏は、07年 6 月をもって代
表取締役会長兼グループCEOを退任するも、
その後、ソニー・コンピュータエンタテイン
メントのCEOとなる平井氏、さらに、11年
9 月に就任したアンドリュー・ハウス氏、17
年10月にSIEのCEOとなる小寺剛氏とトップ
が交代していく間、一貫してネットワークサ
ービスを強化し続けた。

06年11月には、PS3発売に合わせて、オン
ラインサービス「プレイステーションネット
ワーク」PSN™）を開始。PS3ユーザー同士
でのメッセージ交換や、AVチャットなどの
基本的な機能・サービスに加えて、オンライ
ンゲームの利用、ゲームやその追加データの
ダウンロードを可能にした。10年 6 月には、

「プレイステーションプラス」というサービ
スを開始し、PSN上で、従来の基本機能・無
償サービスやプレイステーションストアでの
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各種コンテンツの配信に加えて、加入者限定
のサービスや機能が楽しめる定額制サービス
パッケージとして、日本、アジア、北米、欧
州の各地域で提供している。10年 6 月時点
で、5000万を超えたPSNユーザーにエンター
テインメント体験を提供することにより、さ
らなる付加価値の向上を実現している。

その後、13年11月に発売された「プレイス
テーション 4 」（PS4®）のユーザー向けに、
ネットワーク機能を強化し、動画、音楽など
のネットワーク配信サービスや、各種ソーシ
ャル・ネットワーキング・サービス（SNS）
の連携強化、通信機能、サービス機能を充実
させることにより、ネットワーク環境を充実
させ、ユーザーエクスペリエンス、つまり
UXを充実させることに努めた。

プレイステーションプラスの加入者は3640
万人。毎月料金を支払うサブスクリプション
モデルであり、オンラインのマルチプレイや
クラウド上のセーブデータが可能である。月
額850円（税込）でオンラインで別のユーザ
ーと遊べる「オンラインマルチプレイ」が楽
しめるほか、月ごとに配信される厳選タイト
ルが遊び放題となるなど、魅力的なサービス
内容を提供している。大人数でも高精細画面
でマルチプレイが楽しめるという最大の売り
を享受するために、PS4では、プレイステー
ションプラスを必須にするなど、ネットワー
クサービスを組み合わせた形で提供すること
により、リカーリング型事業モデルを強化し
ている。

（3） リカーリング型事業モデルを

 強化するための開発環境の構築

ソニーは、リカーリング型事業モデルを強

化するために、開発フレンドリーな環境の構
築に努めた。PS3では、革新的技術を取り入
れた結果、ゲームの製作が難しくなったとい
う反省があった。なぜならば、特殊なアーキ
テクチャーであるPS3の能力を引き出すに
は、開発者が時間をかけて学ばなければなら
ないほどの難しさがあったためである。その
反省を活かし、PS4ではゲームソフト会社と
の関係を活用して、PS4開発チームに意見を
引き入れることに力を入れた。たとえば、ハ
ードの垣根を越えてゲームなどのコンテンツ
のクロスプラットフォーム開発を可能にする
ミドルウエアとして、インディーズ界で圧倒
的な人気を誇るUnityのプレイステーション
プラットフォーム対応などが挙げられる。ま
た、ゲームソフト制作の環境にパソコンゲー
ムと同じ仕組みを採用することで、パソコン
ゲームを簡単に移植できるようにし、インデ
ィーズでもPS4ゲームソフトを制作・販売で
きるようにした。

さらに今後のクラウドサービスの強みを強
化するために、マイクロソフトとの戦略的提
携に向けた意向確認書の締結を発表してい
る。これにより、ソニーが持つゲームやコン
テンツのストリーミングサービスの強みと、
マイクロソフトが持つクラウド技術の強みを
組み合わせることで、強いクラウドサービス
を実現しようとしている。

2	 ソニー損害保険のNPS
ソニー損害保険（ソニー損保）はソニーグ

ループの一員として1998年に設立、営業開始
は99年である。主にインターネットと電話を
使って加入するダイレクトビジネス専業であ
る。同社はダイレクト自動車保険市場で、
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2002年度以降17年連続で売上 1 位を維持して
きた。徹底的に顧客体験にこだわるという企
業姿勢が奏功しているようだ。同社が1位と
なっている理由はいくつかあると考えられ
る。リスク細分型の自動車保険など、顧客に
とって納得度が高く分かりやすい商品である
こと、ソニーが持つブランド力などが挙げら
れるとともに、顧客からの評価が高いことも
好業績を後押ししている。顧客からの高評価
は、NPSを用いた顧客ロイヤルティの把握
と、CX向上の取り組みによるところも大き
いようだ。

（1） NPS導入の経緯

ソニー損保はNPS導入前、顧客価値を高め
るためにさまざまな指標を探っていた。顧客
満足度調査を行っていたものの、財務的な実
績と直接的なつながりがないことに問題意識
を持っていた。そこで、NPSをトライアルで
導入したところ、将来の財務実績と関係性が
高い指標であることから採用を決定し、片岡
伸浩氏が率いていた旧CXデザイン部主導で
のトライアルを経て、NPSを本格導入した。

NPS導入前の顧客満足度は概ね90％以上を
キープしており、いわば高め安定の状態であ
った。しかし、いざNPSを用いてみると、必
ずしも安心していられる状況でもないことが
分かった。たとえば顧客インタビューで継続
理由を調査したところ、「他社検討が面倒」
などの消極的理由によるものが予想以上に多
かったのである。つまり、顧客の中には、積
極的に選択してくれているわけでない顧客も
いた。さらに調査を進めると、NPSの数値と
継続率、また好意的な口コミの回数との間に
正の相関関係があることが確認できた。すな

わち、NPSを上げることはリピート率向上と
新規獲得数増加につながるということであ
る。「NPSは収益と相関が強い指標である」
ことから、経営指標として有効かつ重視すべ
きものとなった。

NPS向上を目指すとは、顧客に「薦めても
らう」、すなわちロイヤルティ向上を目指す
ことであるので、各自の持ち場でどんな行動
をとるべきかについての明確な指針となる。
顧客の不満点を見つけるための顧客満足度調
査と異なり、NPSは、「推奨される」ために
各部門の担当者が何をするべきかという前向
きな考え方になるという。

このようにNPSは、経営層だけでなく、社
員のそれぞれにとっても前向きな取り組みを
可能とする指標である。片岡氏は、同社が成
長するには、「いかにして顧客に支持される
保険会社になるか」が大事であり、顧客にと
って最愛の会社になることを目指すことが大
事だという。同社がこれまで取り組んできた
CX改善によるロイヤルティ向上の活動の根
底にあるのは、顧客に素晴らしいCXを提供
することにより、ブランドへの信頼や愛着の
構築を目指すことなのである。

（2） 部門横断的取り組みによる

 CX向上の推進

ソニー損保は、NPSを採用する前から顧客
満足度を定期的に把握してきたが、コールセ
ンターを運営する部門、Webサイト部門な
ど、部門ごとの取り組みにとどまっており、
部門横断的な取り組みにつながっていないの
ではないかとの問題意識を持っていた。顧客
にとって、コールセンターもWebサイトも、
同社とのコンタクトポイントの一つである。
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一人の顧客が、電話やメール、Webサイト
など、さまざまな方法で同社と接触するた
め、それらすべてに整合性、一貫性を持たせ
ることが大事だと考えた。

この課題を解決し、CX向上の本格的な取
り組みを開始するため、2015年に、事故対
応、CS、経営企画、Webサイト企画といっ
たバックグラウンドを持つ人材が集められて
CXデザイン部が設置され、部門横断の取り
組みを推進した。具体的には、①ワークショ
ップによるカスタマージャーニーマップの作
成、②課題の構造化、③管理職クラスを含む
社員による批判者へのヒアリング、である。

①ワークショップによる
	 カスタマージャーニーマップの作成
ソニー損保では従来、事故対応部門、

Webサイト部門、コールセンター部門など
が、それぞれ部分最適で顧客満足度の向上に
取り組み、高い成果を出してきた。反面、部
門横断で全体最適の視点を共有することが難
しかったのである。そこで、特定のテーマに
ついて、ときとして複数の関連部門がCXに
ついて同じ視点を持ち、ワークショップを開
くなどして、顧客視点で横断的な議論を行っ
た。こうしたワークショップは2015年に開始
され、 5 年目となった今でも必要に応じて実
施されている。

ワークショップでは、当時のCXデザイン
部のスタッフがファシリテーターとなり、現
場（電話対応や事故対応などの顧客対応部
門）のスタッフとともにカスタマージャーニ
ーマップを作り、課題を洗い出している。具
体的には、カスタマージャーニーマップを基
に、各タッチポイントにおける顧客の気持ち

や行動を洗い出すことで、CX向上の課題を
導き出している。事故対応部門、コールセン
ター部門、マーケティング部門などの部長、
管理職クラスが参加し、いったん各部門の立
場を忘れて顧客視点で洗い出すことを特に意
識している。ここでは、「できない理由」に
ついて、部門事情での言い訳をしないことを
ルール化している。

また、ワークショップで出てきた課題は一
種の仮説であり、いきなり解決に着手するの
は適切でないことから、コールセンターの通
話録音を聞く、もしくは現場でヒアリングを
行うという、課題の裏付け作業を行ってい
る。こうして裏付けを十分に取った上で、プ
ロトタイプの改善策のテストや修正を行って
から本運用に入る。この手順を経ることで施
策の成功確率を高くしているのである。

CXを向上させるため、重要なテーマにつ
いてワークショップは部門横断で行われるこ
ともある。たとえば、契約申し込み手続きに
ついては、Webサイト、コールセンター、
マーケティングの 3 部門の管理職が出席して
実施された。事故対応については、事故対
応、Webサイト、マーケティングの 3 部門
で実施され、 1 チーム当たり 5 ～ 6 人の 3 チ
ームで議論した。

カスタマージャーニーマップは、当初より
4 時間ほどかけて描かれていたが、当然のこ
とながらマップを描くことが目的ではなく、
そこから施策を検討し、どうCX向上につな
げるかを考え続けることが大事だという。こ
うした過程を経ることは参加者の視野拡大に
も寄与するため、このワークショップは人材
育成の意味も持ち合わせている。
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②課題の構造化
また、部門横断で大きな改善テーマに取り

組むNPS向上のための会議も実施した。会議
では、NPSを向上するための課題を構造化す
るが、課題が多すぎると優先順位がつけられ
ないため、カスタマージャーニーマップに沿
って抽出した課題を一定の切り口でグルーピ
ングすることで、根本的な原因の特定を試み
るなど工夫している。

このように、NPSを共通言語にしてCX改
善に取り組むことで、以前は少なからずあっ
た部門間でのせめぎ合いや、上司と部下との
間で発生する認識や価値観の隔たりなども減
少していった。

③管理職クラスを含む社員による
	 批判者へのヒアリング
ここではさらに、推奨意向が低かった顧客

に対して、管理職を含む社員によるアウトバ
ウンドコールを継続的に行っている。管理者
自らアウトバウンドコールをすることによっ
て、NPSに取り組む本気度を社内にも強く示
すこととなった。アンケートの回答を取得し
てから、あまり日を空けないでアウトバウン
ドコールを実施することにより、顧客の不満
のリカバリーを超えて、信頼の獲得につなが
った場合も多かった。

（3） NPSを通じたCX向上取り組みの

 成果の確認

こうした活動の成果もあり、ソニー損保は
各種CSの外部評価においてトップレベルを
継続している。そしてさらなるCX向上に向
けて、事故対応サービスでは、事故直後の不
安解消や事故解決のスピードと納得感を向上

させるため、事故受付後の迅速対応、休日・
夜間の初動対応、セコム事故現場駆けつけサ
ービス、「解決方針ナビ」による意向把握を
徹底した事故解決、ドライブレコーダー映像
の積極活用などを進めている。

コールセンターのサービス向上について
は、コール体制および多様なノンボイスコミ
ュニケーションの拡充、電話対応後の調査に
よる応答品質のさらなる向上、シニアデスク
など特別対応サポートの提供を実施してい
る。

さらに、スマートフォンを中心としたWeb
サイトのサービスを充実させ、スマホのUX
改善、アプリ高度化の継続とともに、「写真
でカンタン見積り」などの先進技術活用を進
め、顧客の利便性を一層向上させている。

（4） 今後の課題

ソニー損保がCX向上の取り組みを進める
上で懸念したのは、CX向上の施策が現場に
負荷として受け取られてしまうのではないか
ということである。つまり、CX向上の施策
はコストと時間がかかるだけで、収益への貢
献については懐疑的、とする考えを完全に払
拭するのは難しいのではないかということで
ある。

これを乗り越えるためには、トップが「CX
向上は経営にとって第一プライオリティであ
る」と言い続けることが重要であるという。
NPSを向上させるには部門横断的な取り組み
が必要であり、経営陣は、そのための投資を
継続しなければならない。また、経営陣や管
理職が代わっても施策が引き継がれていくた
めには、企業風土作りにまで昇華していく必
要があると片岡氏は語る。つまり、顧客によ
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り良い体験をしてもらうためにどうしたらよ
いかを、全従業員が自発的に考えて行動でき
る企業風土を醸成することが大事だと考えて
いる。企業規模が大きくなり、従業員数が増
えるにつれて、企業の方向性を社員に浸透さ
せていくことがより重要になってくると考え
られるため、より一層力を入れようとしてい
る。

3	 コマツの
	 スマートコンストラクション

コマツは、建設・鉱山機械、ユーティリテ
ィ（小型機械）、林業機械、産業機械などの
事業を展開している企業であり、製造および
販売・保守サービスを行っている。同社は、
2001年に社長となった坂根正弘氏の時代より

「ダントツ」を唱え、その後、野路社長時
代、大橋社長時代も、「ダントツ商品」とし
て商品の圧倒的な差別化を実現した。
「ダントツサービス」としてKOMTRAX（コ
ムトラクス）を標準装備とし、販売金融（リ
テールファイナンス）や保守サービス、レン
タル、中古販売などの事業拡大・強化を行
い、「ダントツソリューション」として、無
人ダンプトラック運行システム（AHS）やス
マートコンストラクションを推進してきた。

ダントツ商品、ダントツサービス、ダント
ツソリューションの開発、導入を通じて、顧
客の現場を顧客とともに革新し、新しい価値
を創造するイノベーションの提供を目指して
きたのである。特に昨今は、人手不足が建設
現場の最大の課題となっている中、その解決
策として、スマートコンストラクションに注
力している。ICT建機をはじめとした各種デ
ータをプラットフォームに取り込むことで、

安全性向上や初心者でも可能な高精度な作業
の実現、施工能力の増大、付帯業務の合理化
など、新たな付加価値を生み出している。

19年 4 月に小川啓之社長が就任し、中期経
営計画を発表した。そこでは、「『ダントツバ
リュー』により、安全で生産性の高いスマー
トでクリーンな未来の現場をお客さまと共に
実現し、気候変動に対応した環境負荷低減や
安全に配慮した高品質・高能率な商品・サー
ビス・ソリューションの提供などの本業を通
じてESG課題の解決を図ります」と明記され
ている注1。「ダントツバリュー」とは、同社が
これまで取り組んできたダントツ商品、ダン
トツサービス、ダントツソリューションを、
さらにスピードを上げて進化・レベルアップ
させ、顧客価値創造を通じたESG課題の解決
と収益向上を目指すことを意味する（図 1 ）。

コマツが顧客との長期にわたる関係性をい
かに構築し、顧客の生涯価値を高めているの
か。その基盤となっているブランドマネジメ
ント「スマートコンストラクション」によっ
て実現する顧客との価値共創と、それらを実
現するための課題について述べていく。

（1） 顧客との長期関係性を構築する

 ブランドマネジメント

コマツが顧客との長期的な関係性を構築す
るための基盤としている考え方が、「コマツ
ウェイ」のブランドマネジメントである。同
社では、「企業価値とは、我々を取り巻く社
会とすべてのステークホルダーからの信頼度
の総和である」と定義し注2、企業価値を高
めることを経営の基本としている。

さまざまなステークホルダーが存在する中
で、企業価値を作る人と企業価値を評価する
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人に分類した場合、前者は社員、協力企業、
販売・サービス店などで、後者には、株主、
投資家、メディアなどが含まれており、双方
の役割を担うのが顧客であると考えている。
顧客は同社の企業価値をともに作り、評価、
そして成果としてリターンを与えてくれる存
在である。そこで顧客の信頼度を高めること
を、「顧客にとってコマツでなくてはならな
い度合いを高める」「その結果、パートナー
として選ばれ続ける存在になる」と定義し、

「ブランドマネジメント（BM）活動」とし
て、2007年より推進している。

（2） スマートコンストラクションで

 実現する顧客との価値共創

コマツが推進する「スマートコンストラク

ション」とは、建設現場のプロセスにおける
あらゆる「モノ」のデータをICTで有機的に
つなげていくことで、測量から検査まですべ
てを可視化し、安全で生産性の高いスマート
な「未来の現場」を創造していくソリューシ
ョンである（図 2 ）。

スマートコンストラクションの導入のメリ
ットは、より安全な施工の実現、労働力不足
の解消、生産性向上、国土交通省の推進する

「i-Construction」に準拠していることにある
（図 3 ）。

同社がスマートコンストラクションを始め
た背景には、日本の建設業が抱えている深刻
な労働力不足がある。技能者の高齢化、建設
施工会社の廃業の多さなどから日本の建設業
が深刻な労働力不足に直面している中で、人

図1　コマツのダントツバリュー
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電動ショベル バッテリーLHDICT建機

安全で生産性の高いスマートでクリーンな未来の現場

次世代

ダントツバリュー（顧客価値創造を通じたESG課題の解決と収益向上）

〔施工の高度化〕施工の安全性と生産性の追求

◆最適化プラットフォームと
　ソリューションの進化

ダントツソリューション

ダントツサービス

〔稼働の高度化〕稼働の見える化の追求
◆IoT/AI予測技術による予知保全
◆号機管理によるライフサイクルサポート
◆次世代KOMTRAX

◆自動化・自律化、
　電動化、遠隔操作化

〔製品の高度化〕高品質、高付加価値の追求

ダントツ商品

従来のレベル、
スピード

進化

レベルアップ
スピードアップ

出所）コマツ決算説明会資料より作成
https://home.komatsu/jp/ir/library/results/__icsFiles/a�eld�le/2019/04/26/jpresentation184Q.pdf
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同社が把握しているところでは、建設施工
会社の99.6％は従業員10人以下の小規模企業
であるという。こうした小規模企業が測量な
どにICTを活用することで、オペレータ不足
の問題を解消・解決できる。さらに通信や画
像処理など、さまざまな技術の進化および実
用化によって、スマートコンストラクション
の実現が可能となり、同社は小規模な事業者

材不足のために工事ができないということ
は、国家が抱える重大な課題でもあった。

同社はスマートコンストラクションによ
り、この社会的課題を解決しようとしてい
る。顧客の課題を起点にして、構造的な課題
を解決することにより、顧客とともに価値を
創造して、長期的な関係性を構築することが
必要と考えた。

図2　コマツのスマートコンストラクションの概要

建設生産プロセス全体のあらゆる「モノ」のデータを、
ICTで有機的につなぐことで測量から検査まで現場すべてを「見える化」し、

安全で生産性の高いスマートな
「未来の現場」を創造していくソリューションです

SMARTCONSTRUCTION

SMARTCONSTRUCTION CLOUD

結合

結合 結合

現場人

建機

「測量」
ドローンなどで
現況を高精度測量

「スマートコンストラクション
サポートセンタ」
ICT機器の施工を、

経験豊富なオペレータがサポート

「設計」

2次元設計図面の
3次元設計データ化

「施工管理」
トラッキングマネジメントシステムや
エブリディドローンなどにより、
ダンプ・作業員・土の動きの見える化

「施工」
ICT建機による施工

3次元設計データを基に
マシンコントロールで丁張不要

「検査」
3次元計測データと

3次元設計データでの
効率的・効果的な検査を実現

「施工計画」
現況データと

設計データの差分から
正確な範囲と土量を算出

出所）コマツWebサイトより作成
https://smartconstruction.komatsu/whats.html
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客との継続的な関係性を構築しようとしてい
る。

四家氏のこうした発想は、BIGRENTAL
という建機レンタル会社を設立・経営してき
た経験による。レンタル事業は顧客の建設現
場とダイレクトな接点を持っている。通常の
コマツの建機販売事業は販売店経由であり、
建設施工会社の社長もしくは社長室と商談を
行うため、顧客との接点は直接ではない上、
接点は現場とは遠い建設施工会社の経営陣で
ある。それに対して建機レンタル事業は、建
設現場の状況を熟知していないとできないた
め、建設施工会社の社長室ではなく、現場監
督との接点を持っている。その経験が四家氏
の現場の課題についての深い理解につながっ
ており、それがひいては、スマートコンスト
ラクションの発想へとつながっている。

同社がスマートコンストラクション事業を
推進するには、顧客である建設施工会社のビ
ジネスモデルを大きく変革しなければならな

とも価値共創が可能になっている。このよう
な同社の活動は大きく着目され、コマツのス
マートコンストラクションを基に、国土交通
省が唱えるi-Constructionが発案された。

同社でスマートコンストラクションを推進
する四家千佳史執行役員、スマートコンスト
ラクション本部長は、スマートコンストラク
ションを構築する上で、KOMTRAXは大き
な 発 想 の 源 に な っ て い る と い う。KOM-
TRAXは2019年 4 月時点で56.2万台の建機が
接続される、通信によるモニタリングシステ
ムであるが、同社の建機だけを対象としてい
るものでは、建設施工会社にとってのメリッ
トは限定的である。そのため四家氏は、顧客
とともに長きにわたる関係性を築くために
は、顧客を中心に据え、オープンにエコシス
テムを構築することが望ましいと考えた。常
に顧客の目標や実現したいことを考え、それ
を実現するためにICTを活用したスマートコ
ンストラクションを提供し続けることで、顧

図3　コマツのスマートコンストラクションの導入メリット

メリット1

より安全な施工を実現

建設現場には多くの危険が
潜んでいます。
スマートコンストラクショ
ンでは設計面に沿って自動
制御される ICT 建機で施工
するため、作業員の丁張の
設置作業や刃先位置確認作
業が必要なくなり、より安
全に施工を進めることがで
きます

メリット2

労働力不足解消

施工にかかわるさまざまな
確認作業が減り、1 日当た
りの施工量の増加が見込ま
れます。
それに伴い、工期が短縮し、
必要となる人数の減少につ
ながります。また、ICT 建
機の自動制御により、経験
の浅いオペレータでも精度
の高い施工が可能となり、
オペレータ不足も解消しま
す

メリット3

生産性向上

現場で必要となる作業員や
オペレータの人数、建設機
械の稼働日数が減少します。
少ない人数で効率的に現場
が進むことで、新たな工事
の受注にもつながり、売上
拡大にも寄与します

メリット4

「i-Construction」に準拠

2016年 4月より、国土交通
省は測量から検査に至るま
でのすべての建設生産プロ
セスで ICT などを活用する
「i-Construction」を推進し
ています。
スマートコンストラクション
は「i-Construction」に準拠し
たソリューションです

出所）コマツWebサイトより作成
https://smartconstruction.komatsu/whats.html
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い。そのためには、顧客のマインドを変革し
ていくことが必要になるという。というの
も、高度経済成長時代、多くのインフラ工事
などが急がれ、厳しく事細かい規制・基準の
下、工事を行わなければならなかった。こう
した事細かい基準が、業界に対して創意工夫
の機会を奪ってきた一面もある。その結果、
迅速かつ均質な建設を進めることはできた
が、業界各社の自由な発想によるイノベーシ
ョンの機会は失われた。

また、建設業界は雇用の大きな受け皿とな
るも、業界の生産性向上に関する議論は置き
去りにされた。こうした状況を打破するた
め、同社は建設現場において、まずは危険を
伴う作業や、特に人手を要していた作業に着
眼した。たとえば、測量はこれまで多くの労
力が伴う作業で、精度にも限界があった。し
かし、ドローンやICTの活用により、地形デ
ータ解析と精度の高い 3 次元データの生成を
実現した。また、ICT建機の活用によって、
丁張作業が不要になったことに加え、稼働し
ている建機の横で作業者が指示を出す必要も
なくなった。

このように安全性向上も実現するなど、革
新的な技術を取り入れていくことで、顧客の
マインドを変革している。

（3） 推進における課題

コマツの四家執行役員は、スマートコンス
トラクションを成功させるためには、トップ
のぶれない姿勢が必要であるという。顧客を
中心に考え、顧客の課題をいかに解決するか
という視点を、たとえ社長が交代しても企業
の姿勢として持ち続けることが、スマートコ
ンストラクションのような革新的事業で顧客

と長期的な関係性を構築することを可能にす
る。

そして、顧客の課題を中心に関連するさま
ざまなプレイヤーをプラットフォームの上に
束ねることが、顧客との長い関係性を構築す
るために重要であるという。

同社のスマートコンストラクションの運営
について、四家氏は、セブン─イレブンのよ
うなビジネスモデルの実現を目指していると
いう。つまり、一度きりの物販ではなく、デ
ータサービス、測量サービスなどを提供する
ことにより、零細な建設施工業者がICTを活
用し、生産性の高い建設を行い、人手不足の
問題など、課題を解消できるプラットフォー
ムを実現しようとしている。そして、建設業
界に関連する測量、資材、資金繰りといった
問題に対してはエコシステムを提供すること
で、建設業の課題を常に解決し続け、顧客と
の永続的な関係性を構築しようとしている。

また、このようなビジネスモデルの改革を
進めるには、企業の中心的事業に近いところ
で成功体験を積むことが大事だという。遠い
ところで行うと本業への波及的効果も少な
く、人員や資金といったリソースも割り当て
られないことから、成功が限定的になるため
である。だからこそ、新事業を成功させるに
は、トップの強力なバックアップにより、本
業に近いところで成功体験をしておくべきと
いう。

スマートコンストラクションのような新し
い事業の場合、事業の収益化については、新
しい価値を顧客に理解してもらうところから
始めることになる。スマートコンストラクシ
ョンは、誰も試していない初めての事業モデ
ルであり、どのように収益モデルが構築でき
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るのかは「やってみないと分からない」とい
うのが本当のところである。そういったと
き、過去の製品事業で経験した成功体験を固
定概念化し、それを基に無理やり収益モデル
を構築していては、製品中心の事業モデルと
なり、失敗してしまう。顧客へのヒアリング
を繰り返し行い、新しいサービスに顧客が一
体どれくらいの価値を感じるのかを把握しな
がら試行錯誤を重ね、料金モデルを構築して
いくしかない。つまり、分からないものを無
理やり分かりやすい製品事業の固定概念で解
決してしまうのではなく、分からないことは
分からないと認め、考える姿勢を持ち、新し
い収益モデルを構築する姿勢が求められるの
である。

Ⅳ	 顧客の生涯価値を高めるために

最後に、顧客の生涯価値を高めるために必
要となることを述べたい。①トップの強いコ
ミットメントと一貫性のあるメッセージの発
信、②顧客起点による現場発のチェンジマネ
ジメント、③他社との連携を見据えた開発環
境の整備、の三つである。

1	 トップの強いコミットメントと
	 一貫性のあるメッセージの発信

顧客の生涯価値を高めるには、トップの強
いコミットメントと揺るがない方針が必要で
ある。ソニーにおいては、平井社長がリカー
リング型事業モデルを唱え、製品売り切りで
はなく、ネットワーク、コンテンツと合わせ
ることで、顧客と継続した関係性を作り上げ
ることに成功している。その方針は、吉田社
長に引き継がれ、さらに強化されている。特

にプレイステーションのように高速なネット
ワークと大容量データのやり取りが発生する
ゲーム事業では、クラウド基盤、ネットワー
クなどサービスを実現するためのインフラ整
備に相当の投資を継続して行わなければなら
ない。また、一度、リカーリング型事業モデ
ルに移行すると、顧客にサービスを提供し続
けるという責任が発生するため、途中でやめ
ることもできない。つまり、リカーリング型
事業モデルは継続性が大事であり、トップマ
ネジメントが変わっても、変わらない姿勢を
持たなければならないのである。

ソニー損害保険においても、片岡氏は、ト
ップの理解とコミットメントがなければ、
NPSを普及させ、広めていくことはできない
という。なぜならば、CXに基づいて常に考
え、自ら何をすべきか考え、行動するように
ならなければ、CXの革新は難しいからであ
る。

コマツも同様である。コマツがダントツ商
品、ダントツサービス、ダントツソリューシ
ョン、ダントツバリューにおいて一貫して実
現しようとしていることは、顧客起点での問
題解決である。歴代社長は一貫して、顧客課
題起点での事業展開を打ち出している。建設
現場の課題を解決するために、コマツだけで
なく、さまざまな技術を持つベンチャー企
業、ソフトウエア企業などとの連携により、
建設会社の施工効率の向上を実現しようとし
ている。

これらの事例に見られるように、トップは
コミットメントを持ち、一貫性のあるメッセ
ージを発信し続けるとともに、顧客起点での
価値を創出する活動を支援、バックアップし
ていくことが必要である。
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現場のチェンジマネジメントでは、管理職
自らが変革の推進者となることが大事であ
る。ソニー損保のケースでは、管理職による
推奨意向が低かった顧客へのアウトバウンド
コールを継続的に推進することが、会社の本
気度を示すこととなった。

3	 他社との連携を見据えた
	 開発環境の整備

顧客の生涯価値を高めるには、ICTを使
い、CXをより魅力的なものにしていくこと
が大事だが、それを自社単独で行っていくこ
とは難しいだろう。なぜならば、ICTの進化
はスピードが速く、すべてを一社で開発する
ことは難しいことに加え、顧客にとって価値
があるものを構築するためには、積極的に他
社と組むことが有効だからである。

たとえば、コマツは他社と連携してスマー
トコンストラクションを推進することで、建

2	 顧客起点による
	 現場発のチェンジマネジメント

さらに顧客の生涯価値を高めるマーケティ
ングを実現するために大事なのは、顧客に近
いところで、CXをどれだけ改革できるかで
ある。ソニー損保のようにカスタマージャー
ニーマップを作成し、その上で各現場の担当
者が、CXをどのように改善していくかにつ
いて、部門を超えて議論する場を持つことが
有効だろう。

その活動を継続することにより、各部門の
担当者は、顧客に対してより良い体験をして
もらうためには何を改善すればいいかを、顧
客起点で、かつ、自らの担当領域を超えて考
えることとなる。この繰り返しが企業風土を
作り、自ら考え、行動する組織を作り上げ
る。顧客の生涯価値を向上させるマーケティ
ングを展開していくには、こういった現場の
チェンジマネジメントが欠かせないだろう。

図4　ランドログの提供するエコシステム

ランドログ
画像データの活用アプリケーション環境の提供
豊富で高精細な建設現場の3Dデータの提供

エコシステム全体での
持続的な発展と協業の拡大

取得データの活用
（有用なデータへの昇華）

デバイスの機能向上と
販売台数増加による収益拡大 

新たなアプリと
サービスによる収益源の創出

他パートナーとのオープンな
協業によるノウハウの共有化

と事業化の加速

出所）ランドログWebサイトより作成
https://www.landlog.info/
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ーション」によって、各種クラウドベンダー
との提携を行っている。これが実現されてい
るのは、リコーの複合機上で連携しやすいオ
ープンなプラットフォームが提供されている
からである。
「『はたらく』をスマートに」といったコン
セプトの下で、互いにつながり、働く人の知
的創造を支える空間「EMPOWERING DIGI-
TAL WORKPLACES」を実現しようとして
いる（図 5 ）。さらに、外部ベンダーがソフト
ウエア開発を推進するためのプラットフォー
ムである「EMPOWERING DIGITAL WORK-
PLACESパートナー会」を構築し、パートナ
ー企業と連携して、働く現場、オフィス業務
の自動化、省力化を実現することによる生産
性革新を推進しようとしている。

セキュリティカメラ業界においても、ハー
ドウエアがネットワークにつながることによ
り、SDK（ソフトウエア開発キット）で他

設施工会社や資材業者など、建設現場全体の
生産性を向上した。建設現場では、測量や施
工進捗、運行管理をリアルタイムで確認でき
るようにすることが課題であったが、建機だ
けで解決することは不可能であった。これを
認識したコマツは、スマートコンストラクショ
ンを推進するため、コマツ、SAPジャパン、
オプティム、NTTドコモの4社合弁でランド
ログを設立し、 4 社共同で建設生産プロセス
の効率化を推進するプラットフォームの構築
と提供を行っている。それにより、建設現場
のエコシステムを提供し、その全体で持続的
な発展と協業の拡大を図っている（図 4 ）。
さらに、そのオープンプラットフォーム上で
開発ベンダーとの提携を行い、開発しやすい
環境を整えている。

同じようなことは複写機業界でも起きてい
る。リコーは、BtoB向けのクラウドプラッ
トフォーム「リコー・スマート・インテグレ

図5　リコーのEMPOWERING DIGITAL WORKPLACES

価値提供領域の広がり

オフィス

現場

社会

「はたらく」をよりスマートに　「Work Smarter」

デジタルワークプレイス：互いにつながり、働く人の知的創造を支える空間

ワークフローから得られたデータを
インテリジェンスに換える

いつでもどこでも働ける環境を
構築し、働き方を改革

現場業務をデジタル化し、
オフィスとつないだ
ワークフローを改善

事業を通じて社会の
課題解決に貢献

仕
事
の
デ
ジ
タ
ル
化
余
地

EMPOWERING DIGITAL WORKPLACES

出所）リコーWebサイトより作成
https://www.ricoh.co.jp/solutions/intelligent-workcore/edw-partners
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同様である。同社もプレイステーションを成
功させるために、ゲームソフト開発会社が開
発しやすい環境の構築に力を入れた。

このように、外部企業と連携をしてCXを
向上させる開発環境を構築するには、人材の
育成と獲得が欠かせない。たとえば、デザイ
ン思考ができる人材を育成する仕組みを構築
することが必要であろう。その際には、日立
製作所が顧客共創方法論「NEXPERIENCE」
で実施したように、デザイン思考の手法を確
立し、それを実施するための人材要件を明確
にすることである。それにより、人材の要件
や人数などを明確にし、育成をする、もしく
は人材の獲得計画にまで具体的に落としてい
く。

顧客の生涯価値を高めるには、マーケティ
ング機能の抜本的強化が必要となる。売り切
りの発想から、デジタル化、ネットワーク化
に対応する組織のあり方、人材基盤の再構築
が求められる。それにはトップの強いコミッ
トメントの下で、現場の変革を進めていかな
ければならない。積み重ねた小さな成功体験
を組織で共有し、改革を着実に推進すること
が求められる。

注

1	 コマツニュースリリース「新たな中期経営計画
（2019─2021年度）『DANTOTSU Value － FOR-
WARD Together for Sustainable Growth』をス
タート」

	 https : //home .komatsu/ jp/press/2019/
management/1202302_1600.html

2	 コマツWebサイト「経営の基本『コマツウェイ』」
	 https://home.komatsu/jp/company/basics-

management/

社との連携が可能な開発環境を提供すること
が必須となっている。クラウド化が進み、
5Gなど高速な通信技術が一般的になれば、
セキュリティカメラがクラウドに接続され、
動画などの大量のデータがやり取りされるよ
うになる。そういった環境で、金融機関や製
薬工場などの監視、または店舗のマーケティ
ングなど、業界の用途に合わせたセキュリテ
ィカメラを提案するには、それぞれの業界に
強いシステム構築（SI）を行う事業者にSDK
を提供し、開発しやすい環境を構築すること
が必要である。

また、開発実績事例など、さまざまな知識
や経験を共有することで開発パートナーの底
上げをする仕組みも欠かせないだろう。物流
機器業界では、WMS（Warehouse Manage-
ment System）、WCS（Warehouse Control 
System）などとの連携が求められる。フォ
ークリフトなどの物流機器はAGV（無人搬
送車：Automated Guided Vehicle）に置き
換わって、WMSやWCSと直接つながり、倉
庫内作業の指示をダイレクトに受け、システ
ムと連携して動くこととなろう。

このように、製品単体で販売できる時代と
異なり、製品がクラウドにつながる時代に
は、製品と顧客が使用するアプリケーション
と基幹システムとの連携が不可欠となる。し
かしながら、顧客の業界、業務などに応じ
て、そのつどカスタマイズや開発をしていて
は、手間とコストが積み上がるだけで、採算
が合わない。そのため、SI事業者などにSDK
を提供し、開発しやすい環境を整備すること
で、顧客の業種、用途に合わせた開発を進め
ることが有効である。BtoCの事例として挙
げたソニーのプレイステーションについても
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